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2A2 液晶ディスプレイ 開発プロセスの 比較分析 

0 伊地知覚 博 ( 科学技術政策研究所 ), 内田雅 晴 ，平澤 冷 ( 東京大学 ) 

  

1. 序 

著者らは，知的成果物データベースに 塞 いて，学術文献や 特許に表れる 研究者・技術者の 氏名を手がかりと 

して，研究開発の 組織過程を構造化して 表現する方法論を 開発してきた [1,2] . この方法論によって 作成さ 

れた研究開発過程を 表現する図を ， " 動的活動連関 蝉と 呼ぶ・この手法は ，公開データを 用い，分析者の 恐 

意 性を排除した 客観的手続きに 従ってそれを 処理することに 特徴を有している・ 

研究開発組織の 動的過程の分析対象レベルとして ， i) 組織内，出組織間・ 機関間， nii) 科学技術社会全般の 

3 つを想定し組織内については ，ⅤⅨ [2], 自動車用サスペンション [11, 洗剤 [3L, 光ファイバ [4] 等の 

事例を対象として ，また，組織間・ 機関間については ， ERATO プロバラムの 導電性 ポリマー・プロジェクト 

の事例 [3] や国家プロジェクトの「ムーンライト 計画」の中で 研究開発が進められている 燃料電池発電システ 

ムの事例 [5] を対象として 分析を行ってきた・さらに ，科学技術社会全般については ，分子 線エピ タキシ [6] 

を 対象として分析を 行っている．これらの 分析の中には ，日本と米国に 所在する組織を 選択し，これらの 組織 

の間で研究開発組織の 動的過程がどのように 相違しているか ，比較分析を 試みているものもあ る [1,4]. 木所 

究 では，さらに 比較の範囲を 拡げて国際比較を 行い，このような 組織内における 研究開発過程の 特徴を明確に 

することを目的として ，「液晶 目 ディスプレイ (LiquidCrystal 団 spIay:LCD) 」を事例として 取り上げる・ 

LCD は，欧米の企業や 研究機関で研究開発が 先行して い て，基本特許はこれらの 組織・機関が 押さえてい 

ると言われているが ，その後は， 日本でも研究開発が 進展し現在では ， LCD 製品のほとんどが 日本企業で 

生産されている． また，近年，韓国企業も 研究開発を進め ，生産を開始している．このように ， LCD は，ほ 

ぼ 1 国の企業に製品の 生産が集中している 特徴的な技術であ る．また， LCD は，製造工程が 半導体に類似して 

おり，多くの 製造工程を必要とする 技術であ る．液晶 日 自体やガラス 基板等の一部は 欧米企業によって 生産され 

てはいるものの ，製造装置メーカーは 大半が日本企業であ って， LCD は，共同研究開発の 実態を把握する 上 

からも興味深い．さらに ，このような 多くの技術を 要する LCD を実現するための 要素技術の開発やそれらの 

統合のプロセスがどのようなものであ ったかという 点について，企業や 開発時期に注目して 比較することも ， 

技術統合を図るマネジメントを 構想する上で 興味深い ， 

特許をデータとして 用いる国際比較分析は ，各国の特許システムが 異なるので，一般に ，共通の基盤で 比較 

するのが困難であ る，たとえば ，日本国の公開特許数は ，米国の特許 数 よりもはるかに 多いことはよく 知られ 

ているところであ る．そこで，本研究では ，国際比較のために ，パテント・ファミリーをデータとする 特許 

データベースを 用いる， 

本研究では， LCD 全体の研究開発を 行ってきた企業の 中から，研究開発の 先行の程度や 生産実施の有無に 

応じて日米韓の 主要企業 5 社 一 RCA, GeneralElect 「 iC(GE), Internation 田 BusinessMac ㎡ nes(IBM), 日本電気 

ぴ EC), 二星電子 (S ㎝ sung) 一 を選択しこれらの 企業を中心として 分析を行 う   
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2. 分析対象技術の 概要 

LCD は，外部から 電界が加わると 液晶分子の向きが 変わるという 液晶の光学的性質を 利用して，各表示 画 

素 に電圧を印 抗 することによって 駆動させる表示装置であ る，用いる液晶や 駆動方法には 種々のものが 提案さ 

れてきているが ，近年，カラ 一表示・ 高 コントラスト・ 動画表示という 要求基準を満たす ， TT4(twistednema は c) 

型 液晶を用いた 薄膜トランジスタ (MnfHlm 廿 msistor: Ⅱ FT) 型アクティブ・マトリクス LCD が顕著な発展を 遂 
げ，主流となっている・ LCD は，とくに，ノートブック 型バーソナル・コンピュータのディスプレイとして 

数多く利用されるようになってきた・ 

標準的な LCD の作製工程は ，基板作製工程，セル 作製工程，モジュール 作製工程からなる・ TFT 型アクティ 

ブ ・マトリクス LCD では，基板作製工程において ，ガラス基板上にアモルファス 鱗 等を用いて T Ⅱアレイを 

形成する．ここで 用いる工程技術は ， LSIDRAM Ⅱ dynm 廿 cr ㎝ domaccessmemo ヴ ) の 作製工程に用いる 技術と 

類似しているが ，用いる基板や 作製する面積が 大きく異なっている・ 

このように， LCD は，液晶自体や 半導体作製技術を 基本として，さまざまな 技術が組み合わされて 実現し 
ている技術であ る   

3. 方法論 

3.1. 方法 

著者らがこれまでに 開発してきた 方法論を用いる [1,2]   

3.2. データ・セットの 確定 

本研究は，世界各国企業の 開発活動を把握することが 目的であ るため，データベースとして ，パテント・ 

ファミリーをデータとする DeWent 血 blications,Ltd. によって作成されている DeWentWorIdPatentIndex(WPI) 

を 用いる．なお ，パテント・ファミリーとは ，同一のクレームをもつ 特許が，複数の 国・機関に出願された 場 

合に，ファミリーとして 1 つにまとめられたものであ る・ 

サーチ・ キ 一に関しては ，国際特許分類やキーワード 等の利用が考えられる．本研究では ，途中の板の 変更 

があ ることも考慮に 入れつっ，世界共通の 分類であ る国際特許分類を 用いた．対象とした 技術は，液晶物質， 

LCD 関連の光学要素，液晶セルおよびその 関連技術，可変情報用の 指示装置，液晶を 用いた表示装置のため 

の装置または 回路であ り，これらに 対 G するサーチ，キ ー として検索に 用いた国際特許分類を 表 1 に示す， 

検索対象組織には ，かつて LCD のパネル技術の 開発を行っていた ，あ るいは，現在， LCD のパネルの生産 

を行っており ，とくに， TFT 型アクティブ・マトリクス LCD を生産している 企業を選択した・ 表 2 にその 検 

索 結果を示す．これらの 企業のうち，今回の 分析のためには ，研究開発の 先行の程度や 生産実施の有無に 応じ 

て前述の日米韓の 主要企業 5 社をさらに選択した． 

表 2 から明らかなように ，日本企業は ， バテント・ファミリー 数で見れば，他国の 企業を大きく 上回ってい 

る．これは，日本公開特許のみがデータとなるパテント・ファミリーが 多いためであ る．ここで，欧米や 韓国 

企業とも比較するためには ，さらに共通の 基準で特許を 選別する必要があ る．まず，世界的に 共通であ ると考 

えられる市場であ る国・地域に 出願された特許を 選択した．具体的には ，次の国または 機関に出願された 特許 

とする :PCT;EPO; オーストリア ，ベルギ ロ スイス，ドイツ ( 西 および統一 ), デ、 ノ マーク，スペイン ，フィ 

ンランド，フランス ，イギリス，イタリア ，ルクセンプル グ ，オランダ，ノルウェⅠポルトガル ，スウェー 

デ シ ; ヵ ナダ，日本，韓国，米国・さらに ，質を一定水準以上とするために ，登録済み げ穿 anted") または審査 
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表 l LCD に対応する国際特許分類 

C09K@3/34 
C0gK  ⅠⅣ ( ㏄ 9 「 oup) 
G02B@5/00 
G02B@5/30 
G02F@ 1/00 
㏄ 2F Ⅰ 701 
G02F ⅡⅠ 3 
G02F ⅡⅠ 33 
G02F ⅡⅠ 333 
G02F ⅡⅠ 335 
G02F@1/1337 
G02F@1/1339 
G02F ⅡⅠ 341 
G02F@1/1343 
G02F@1/1345 
G02F@1/1347 

G02F@1/135 

G02F  Ⅱ 136 
G02F  Ⅱ 137 
G0gF  Ⅳ㎝ 
G ㏄ F  g は 0 
G0gF  9/35 
G0gF  Ⅳ 40 
㏄ 9G37 ㎝ 
G0gG  3% 

G09G@3/16 
G09G3/18 
G09G@3/20 

。 ㏄。 "' 。 

G0gG3 ぬ 6 

液晶物質 
液晶物質 
レンズ以外の 光学要素 
・偏光要素 

独立の光源から 到達する光の 強度， 色 ，位相，偏光または 方向の制御のための 装置または配置 
・強度，位相，偏光または 色の制御のためのもの 
  ・液晶に基づいたもの 

      構造配置 ; 液晶セルの作動 ; 回路配置 
    構造配置     セルと光学部材     液晶分子の界面による 郎党     ガスケット ; スペーサ ; その封土     セルの注入または 閉塞       電極   電極をセル端子に 接続する導体     1 つの 光 ビームの最終的な 状態が 2 つ 以上の届またはセルの 効果の総和に 2 0 達成 

される液晶 届 またはセルの 配置 
    光学的または 電気的に性質が 変わり得る光導電 層 または強訴 電層と 構造的に組み 合わ 

された液晶セル 
    半 群体の届または 基板と構造上組み 合わされた液晶セル 
      特定の電気またはあ 磁気光学効果によって 特徴づけられたもの 

情報が個別素子の 選択または組み 合わせによって 支持体上に形成される 可変情報用の 指示装置 
  必要な文字が 個々の要素を 組み合わせることによって 形成されるもの 
    液晶であ るもの 

  必要な文字が ，ならんで配置された 多数の文字から 選択されるもの 
陰極線以外の 可視的表示器にのみ 関連した，制御装置または 回路 
  多数の文字からの 選択または個々の 要素を組み合わせることによって 単一の文字を 表示する 
ためのもの 
    独立の光源からの 光を制御するもの 

      液晶日を用いるもの 

  マトリクス状に 配置された個々の 要素の組み合わせによりその 集合を構成することによって 
多数の文字の 集合を表示するためのもの 
    独立の光源 よ りの光を制御するもの 
      液晶を用いるもの 

  上記のうち，太字の サ プバループまたはバループについて 検索した   細字は，選択された サ プバループの 上位の 
サ プバループを 表す． 
  特記事項がない 限り ，サ プバループとする・ 
  サ プバループより 下位にさらに 展開記号が付与されている 場合には，すべての 展開記号について 含むものとする   

表 2  LCD パネルの主要開発・ 生産組織のパテント・ファミリー 数 

企業名 パテント・ファミリー 数 

シャープ sha 中 
日立製作所 Hitachi 
東芝 Toshiba 
IBM Ⅲ tema60n 杣 Bus 下 essMac ㎞ es 
日本電気 ハ %C 
二星電子 S 如 lsmg 
RCA RCA 
GE General@Electric 

8
2
5
7
 

ー
 7
4
9
 

和
 
何
卵
 は
 
㏄
は
 7
 

は
 

 
 

 
 

データベース : Ⅸ WentWorldPatentt 血 d は 
検索 日 : 1995 年 3 月 17 日 
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済み ド exm 廿 ned") であ る特許を選択した・ 以下，この両方の 条件を満足する 特許を含むパテント   フ アミリー 

を用いて分析する ， 

4. 分析 

図 1-5 は，それぞれ ， RCA, GE, IBM, ) 咀 C, S ㎜ s 皿 g の LCD 開発に関する 動的活動連関 図 であ る   

4.1. 相互比較 

表 3 は，各社の概要をまとめたものであ る   

企業に よ り LCD の開発活動に 取り組み始めた 時期に相違があ る．最初は 1967 年であ り，次は 1970 年代前 

半，そのあ とは 1980 年代中頃 であ る・選択した 5 社のうち現在 LCD を生産しているのは ， IBM,NEC, S ㎝ sung 

03 社であ り，開発活動で 後発した企業が 生産するに至っていることがわかる・ 

パテント・ファミリー 数，発明者数，研究開発チーム 数，研究開発グループ 数等にはそれぞれ 多少の差があ 

るが，これらの 値に表れる開発の 規模と生産の 有 虹は ついての関連は 見られない・ただし ，これら 5 社のうち 

最も後発の S ㎝ sung の値がいずれも 大きいのが注目される・また ，後発の企業，とくに S ㎝ sung は多くの研究 

開発グループに 分散して開発が 行われたことが 読みとれる．これは ，図 1 ろを比較することからも 明らかであ 

る・ 

4.2. 各社の組織的特徴 

4.2.l.RCA 

1967 年に， Hei ㎞ er,Lec ㎞ er,Zm 。 ㎡らによって ，世界で最初の 液晶を使った 表示装置に関する 特許の出願が 

行われた．以後は ，別の研究開発グループによって ， 1973 年から 1977 年にかけて特許の 出願が行われている・ 

他 には，個々の 研究者によって 散発的に特許の 出願が行われている   

4.2.2.GE 

最大の研究開発グループに 属する複数のキーパーソンが 継続的に特許を 出願している．また ，他社と比較し 

て大きな研究開発グループ (ordersl リ 7,2841) が構成されている ，これらの点から ， GE では，同じテーマを 

保持し続ける 複数のキーパーソンを 中心としたサブバループ 間で ， 緩やかに相互連関していると りえる ． 

また，最大の 研究開発グループは 1971 年から 1992 年まで活動しており ，とくに 1985 年からも再度活発化 

している．加えて ， 1983 年以降，他の 多くの研究開発グループからの 特許出願も見られ ，近年になってから 

も LCD の開発に取り 組んでいた形跡が 読める． しかし GE は生産には至っていない． 

4.2.3.IBM 

1972 年より LCD の開発が行われており ， 第 1 の研究開発グループ (ordersl 目 5) によっては， 1975 年から 1981 

年にかけて特許が 出願されている．また ，第 2 から第 4 の研究開発グループによっては ，おもに 1986 年から 

1991 年にかけて特許が 出願されている・とくに ，第 2 と第 4 の研究開発グループ (ordersl 色 25,3145) では， 発 

明音個人 ( 日本人 ), 東芝， IBM の日本法人であ る日本 IBM が共同出願人 (coapphicant) または共同譲受人 

(coassignee) となっている 特許が多く出願されており ，日本国内において 共同で開発が 行われた様子が ぅか が 

える ．なお，現在， IBM は， LCD 生産のために ，東芝と合弁でディスプレイ   テクノロジ一社を 設立し日 

本において T Ⅱ TLCD の生産を行っている． 
4.2.4.NEC 

1984 年頃 から，研究開発グループが 並行して開発を 行っていたことが 読みとれる   
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図 l LCD に関する動的活動連関図一 RCA 
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図 2  LCD に関する動的活動連関図一 GE 
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図 3 LCD に関する動的活動連関図一 IBM 
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図 4 LCD に関する動的活動連関図一ト 咀 C 
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図 5 LCD に関する動的活動連関図一 S ㎝ sung 
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表 3 LCD に関する動的活動連関 図 に表れる研究開発活動の 概要 

RCA GE IBM № c  sam' 皿 9 

パテント・ファミリー 数 74 164 

発明者数 68 Ⅰ 46 

研究開発チーム 数 57 Ⅰ 12 

研究開発グループ 数 28 46 

最大の研究開発グループに 含まれる研究開発チーム 数 13 27 
全研究開発チームに 対する最大の 研究開発グループに 0 ・ 23 0 ． 24 

含まれる研究開発チームの 割合 
LCD 関連特許の最初の 出願 年 1967 1971 

最大の研究開発グループに よ る特許の出願期間 1973 一 77 1971 一 Pg2 

は
 
㏄
㎝
印
仏
 
巧
 

 
 

 
 

1972 
1975 一 85 

4
5
1
1
8
3
 

7
8
6
4
 

 
 

1983 
Ⅰ 9g5 一 91 

め
騰
 ㏄
 僻
 3
 ㏄
 
 
 

1986 
198 色 87etc   

4.2.5.S ㎝ sung 

他社とは異なり ，大きな研究開発グループが 存在せず，各々の 研究開発チームが 独立しているのが 特徴的で 

あ る・また，研究開発チームを 構成するメンバ 一の人数では ，第 1 と第 6 の研究開発グループ (ordersl4,1 色 

18) を除いて， 1 人または 2 人となっており ，研究開発チーム 自体も小規模であ る．さらに，一部のキーパーソ 

ンは 4 ～ 5 年にわたって 継続して特許を 出願しているが ，それ以外は ，単発的であ る   

4.3. 各社の技術的特徴 

LCD に関して検索した 技術は，液晶物質，液晶セル 技術，表示装置，表示装置のための 制御装置または 回 

路に大別することができ ，また関連の 技術としては ，半導体技術が 重要であ る．企業や開発時期に よ る特徴を 

以下に示す   

4.3,1.RCA 

最初の LCD の特許は，液晶セルと 表示装置に関連していた・その 後，第 1 の研究開発グループによっては ， 

おもに液晶セル ，また，第 3 の研究開発グループによっては ，おもに液晶物質に 関する特許が 出されている． 

これらより， RCA は，液晶素子の 開発にほぼ留まっていた ，といえる   

4.3.2.GE 

第 1 の研究開発グループでは ，それぞれのキーパーソンは ，液晶セル と ，液晶物質または 表示装置，表示装 

置のための制御装置または 回路とに関連して 一貫して特許を 出願しており ，これらのキーパーソンを 中心とす 

る サブバループが 相互に連関している・ 1984 年以降は，半導体技術とも 関連している．また ，第 2 の研究開発 

グループ内においても ，各研究開発チームによって 種々の要素技術が 開発され連関している ， 

4.3.3.IBM 

1972 年から 1984 年にかけては ，もっぱら表示装置に 関する特許が 出願されている   しかし 1985 年以降は ， 

液晶セルで，とくに 細部の構造にわたる 特許が多く出願されているほか ，表示装置のための 制御装置または 回 

路とに関連した 特許も出願されている・また ，開発された 要素技術は研究開発バループごとに 分かれている． 

4.3.4.NEC 

おもに，液晶セル ，表示装置，表示装置のための 制御装置または 回路に関する 特許が出願されている．とく 

に ，第 1 と第 2 の研究開発グループでは ，これら 3 種の要素技術を 開発した研究開発チームは 連関しており ， 
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また，これらの 研究開発グループで 開発された技術は ，液晶セルの 細部の構造や 半導体にも関連している・ 第 

3 から第 6 の研究開発グループでは ，表示装置のための 制御装置または 回路に関する 特許が多く出願されてい 

6  . 

4.3.5.S 荻 Ⅱ sung 

研究開発グループは 細分化されているので ，扱う技術が 単一的な研究開発グループも 多い，技術の 種類では， 

液晶セルで，とくに 細部の構造にわたる 特許が多く出願されている・その 他には，液晶物質に 関する特許も 出 

願 されている・ 液晶セル，表示装置，表示装置のための 制御装置または 回路および半導体に 関連する特許もあ 

るが，その数は 少ない   

5. 検討と考察 

本研究では，日米韓 5 社の LCD の開発プロセスを 比較分析した・ 組織過程だけをとってみれば ，研究開発 

グループの分割の 度合い等に多少の 相違が見られるものの ，いずれも巨大な 研究開発グループを 構成している 

わけではなく 大きな違いではない．また ，現在生産を 行っている企業であ っても，今回の 対象企業に関する 限 

り組織統合的なプロセスは 見られなかった・ 

一方，開発された 要素技術の点では ，時期的にまた 企業間で差が 見られた・とくに ，先行的な開発を 行って 

いた時期には ， LCD の基本構造に 関する特許がおもに 出願され，小規模ながら 研究開発グループ 内でサブ グ 

ループ間の連携が 見られた．これに 対して，実用化が 目前となった 時期からは， LCD のための制御装置や 回 

路，あ るいは，液晶セルの 細部構造に関する 特許が出願され ，ディスプレイとしてのモジュール 技術の開発や 

セル技術の深化が 図られていた．そして ，開発も複数の 研究開発グループ 間で同時並行的に 展開されていた   

実際に生産を 行っている企業では 後者の種類の 技術を開発していた・ 

今後は，パネル・ メ 一ヵ 一 として，シャープ ，東芝等も分析対象組織に 加えて，さらに 検討を進める 必要が 

あ ろう． 
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